
（平成２２年１０月２７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 25 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 16 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 34 件

国民年金関係 19 件

厚生年金関係 15 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



千葉国民年金 事案 2920 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年 10 月から同年 12 月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 28 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 56 年４月から 60 年６月まで 

             ② 昭和 60 年 10 月から同年 12 月まで 

    私が 30 歳になった昭和 58 年に区役所で国民年金の加入手続を行った

際、職員から国民年金保険料をさかのぼって納付できると言われ、56 年

４月からの保険料は納付している。また、60 年７月から９月までの保険

料が未納であるとして 62年 10月 12日付けで区から通知が届いたので当

該期間の保険料は納付しており、そのほかに未納であるとの通知が届い

たことはない。申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②については、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の前

後の任意加入者の資格取得日から昭和 62 年 10 月ごろに払い出されたこと

が確認でき、払出時点において申立期間②は、過年度納付が可能な期間で

ある。 

   また、申立期間②は３か月と短期間である上、申立期間前後の国民年金

保険料は納付済みであることを踏まえると、申立期間②の保険料について

は、その前後の期間と合わせて過年度納付したと考えるのが自然である。 

   一方、申立期間①については、申立人は、30 歳になった昭和 58 年に区

役所で国民年金の加入手続を行った際、職員にさかのぼって保険料を納付

できると勧められ、保険料を納付したと申述しているところ、手帳記号番

号の払出時点において時効により保険料を納付できない期間である上、国

民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たら



ない。 

   また、申立人が申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 60年 10月から同年 12月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。



千葉国民年金 事案 2921 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成７年１月から同年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成７年１月から同年３月まで 

             ② 平成 17 年９月から同年 10 月まで 

    私は、申立期間当時、アルバイトで働いていたので、国民年金に加入

し、申立期間の国民年金保険料は郵送されてきた納付書を使って、金融

機関やコンビニエンスストアで納付した。保険料を納付したのに未納と

されていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、郵送されてきた納付書を使い、金融機関等において国民年金

保険料を納付していたと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号

番号は、前後の被保険者の保険料の納付日等により平成７年１月ごろに払

い出されたことが確認できる上、オンライン記録によると、申立期間①に

係る納付書の作成が８年７月に行われていることが確認でき、納付書の作

成時点において申立期間①は過年度納付が可能な期間であり、申立期間は

３か月と短期間であることを考え合わせると、申立人は申立期間①の保険

料を納付したものと考えるのが自然である。 

   一方、申立期間②については、オンライン記録によると、申立人は平成

17 年９月１日に厚生年金保険の資格を喪失したことにより、18 年５月に国

民年金の加入を促す適用勧奨がなされたことが確認でき、申立人は、その

時点まで厚生年金保険から国民年金への切替手続を行わなかったものと考

えられる上、その後において加入手続が行われた記録は存在せず、申立人

の所持する年金手帳には当該期間において国民年金の資格を取得したこと

も記載されていないことから、申立期間②は、国民年金に未加入の期間で



あり、申立期間に係る納付書が発行されたとは考え難い。 

   また、申立人が申立期間②の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間②の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成７年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。



千葉国民年金 事案 2922 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成５年１月から同年４月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57 年７月から平成２年５月まで 

             ② 平成５年１月から同年４月まで 

    私の国民年金については、両親が加入手続を行い、国民年金保険料は

昭和 57 年から納付をしてくれた。 

    また、申立期間のうち平成５年１月から同年４月までの期間について

も未加入とされているが、年金手帳には、同年１月１日に資格を取得し、

同年７月１日に資格を喪失したことが記載されている。 

    申立期間の保険料を納付したにもかかわらず、未加入とされているこ

とは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の両親が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料

を納付してくれていたと主張しているが、オンライン記録では申立期間②

は国民年金に未加入の期間であり、保険料を納付することができない期間

とされているところ、申立人の所持する年金手帳には平成５年１月１日に

国民年金の資格を取得し、同年７月１日に資格を喪失していることが記載

され、Ａ市の印が押されていることが確認でき、オンライン記録と年金手

帳に記載された加入記録に齟齬
そ ご

が見受けられることから、行政側の手続及

び記録管理が適正に行われなかった可能性がうかがわれる。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の被保険者の資格取

得日及び保険料の納付日から平成５年５月以降に払い出され、同時期に国

民年金の加入手続を行ったことが推認できることから、申立期間②は、加

入時において過年度納付及び現年度納付が可能な期間である上、申立人は、



申立期間②以降の同年５月及び同年６月の保険料を納付済みであることを

踏まえると、申立人に対し、年金手帳に記載された加入記録に基づく納付

書が交付されていたと考えられることから、申立期間②の保険料について

も納付していたものと考えるのが自然である。 

   一方、申立期間①については、国民年金の加入手続は平成５年５月以降

に行われたものと推認できることから、加入時点において申立期間①は時

効により保険料を納付することができない。 

   また、国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、

申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成５年１月から同年４月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。



千葉国民年金 事案 2923 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年７月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年７月から同年９月まで 

    私は、昭和 60 年４月ごろＡ区役所の出張所で国民年金の加入手続を行

った。申立期間に係る国民年金保険料を郵便局で納付した記憶があり、

未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の任意加入者の資格取得日によ

り、昭和 62 年６月ごろに払い出されたことが確認でき、同年６月ごろに国

民年金の加入手続が行われたものと推認されることから、申立期間の国民

年金保険料は、加入手続時点において、過年度納付が可能な期間である。 

   また、申立期間は、３か月と短期間である上、オンライン記録によると、

申立期間の前後の保険料は、納付済みであることが確認できることから、

申立人は、申立期間の保険料についても、その前後の保険料と同様に過年

度納付したものと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2924 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和56年４月から57年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年４月から 57 年３月まで 

    私は、老後のこともあるので国民年金保険料はきちんと納付してきた

が、「ねんきん特別便」で申立期間が未納であることを知った。転居に伴

い、申立期間の保険料を納付した証拠となるものは処分して無いが、申

立期間について未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 50 年８月１日に国民年金に加入し、申立期間を除き、60

歳までの国民年金の加入期間において国民年金保険料の未納は無く、国民

年金と厚生年金保険との切替及び住所変更手続も適切に行っていることか

ら国民年金制度に理解があったものと推認される。 

   また、申立期間は 12 か月と短期間であり、その前後の期間の保険料は納

付済みであることから、申立期間は納付していたものと考えるのが自然で

ある。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2925 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年１月から同年３月までの期間、同年４月から 56 年 12

月までの期間及び 60 年４月から 61 年３月までの期間の付加保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55 年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 55 年４月から 56 年 12 月まで 

             ③ 昭和 60 年４月から 61 年３月まで 

    私は、社会保険事務所（当時）に勤める友人の勧めで昭和 55 年１月に

国民年金に任意加入をして付加保険料も当初から納付した。申立期間①

はＡ県Ｂ郡Ｃ町役場で、申立期間②はＤ区役所で、また、申立期間③は

Ａ県Ｅ郡Ｆ町役場（現在は、Ｇ市Ｆ支所）で、その都度国民年金保険料

と合わせて付加保険料を納付していたのに、申立期間の付加保険料が未

納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立期間は任意加入当初の３か月と短期間で

あり、定額保険料は納付済みと記録されている。 

    また、申立人は国民年金に任意加入した際、付加保険料を合わせて納

付した動機を明確に記憶しており、申立期間直後の付加保険料を納付し

たことが確認できることから、加入手続当初の付加保険料を納付してい

たと考えるのが自然である。 

    さらに、国民年金手帳記号番号払出簿において、申立人及び前後３名

の任意資格取得者の払出日が昭和 55 年４月１日と記載されているとこ

ろ、それぞれの資格取得日は同年１月又は同年２月である上、Ｃ町の保

管する申立人の国民年金被保険者名簿により、同年１月から同年３月ま

で検認印が押されており、同年３月の検認印の上に「転出」の印が押さ



れていることが確認できることから、Ｃ町における加入当初の一連の事

務処理が転出後の同年４月１日以降に行われたことがうかがえる。 

 

  ２ 申立期間②については、Ｆ町の保管する被保険者名簿の検認済記録欄

には、申立期間②を含む昭和 55 年４月から 60 年３月までの期間が付加

保険料を含めて定額保険料を納付したことが記録されている上、同備考

欄に「Ｓ59.４.21、59.３以前ＴＥＬ聞取り」と記載があり、申立人が同

町に転入した 59 年４月４日に近接する同年４月 21 日に申立人の納付状

況を転入前のＤ区に確認したことがうかがえる。 

 

  ３ 申立期間③については、Ｆ町の被保険者名簿の記録から、申立人は昭

和 59 年４月４日にＤ区から転入し、61 年４月４日に再びＤ区に転出し

たことが記録されているところ、同町で納付した昭和 59 年度を含む、昭

和 55 年４月から 60 年３月までの期間の保険料が付加保険料を含めて納

付済みと記録されていることから、申立人が昭和 60 年度について定額保

険料のみを納付し、付加保険料を納付しなかったとするのは不自然であ

る。 

 

  ４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付

加保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2926 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 40 年４月から 41 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年６月から 38 年３月まで 

             ② 昭和 40 年４月から 41 年３月まで 

    私は、高校卒業後、Ａ区のＢ社に勤務し、社長夫妻と同居していたが、

会社から 20 歳になったら国民年金に加入させると聞いた。途中でＡ区か

らＣ区へ会社が移転したが、20 歳以降、退職するまで、同社が国民年金

保険料を納付してくれていたはずであり、申立期間の保険料が未納とさ

れていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②は 12 か月と短期間であり、戸籍の附票から申立人は昭和 39

年３月６日にＣ区に住所が移転していることから、昭和 39 年度の国民年金

保険料はＣ区で納付されたものと推認され、前後の期間は納付済みである

ことから、40 年度の保険料は納付されていたと考えるのが自然である。 

   一方、申立期間①については、申立人は会社の経理担当者より、「20 歳

になったので国民年金の加入手続を行った。」と聞いたと述べているが、申

立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 38 年９月 11 日に社会保険事務所（当

時）からＡ区に払い出されていることから、申立人が 20 歳になった 36 年

＊月に加入手続を行い、保険料を納付していたとは考え難い。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索の結果、申立人に申立期間①

の保険料を納付する前提となる別の国民年金手帳記号番号が払い出された

ことをうかがわせる事情は見当たらない上、同期間の保険料を納付したこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 40 年４月から 41 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。



千葉国民年金 事案 2927 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年４月から４年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月から４年３月まで 

    私は、当時住民票のあったＡ県Ｂ市から平成４年ごろに国民年金の加

入勧奨を受け、私の父が国民年金の加入手続を行い、 遡
さかのぼ

って 12 か月分

の国民年金保険料をまとめて納付したはずであり、申立期間が未納とさ

れていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号の前後の第３号被保険者の加入記録によ

り、申立人の父が申立人の国民年金の加入手続を行ったのは平成４年 11

月ごろと推認でき、同時点で申立期間の国民年金保険料は過年度納付する

ことが可能である。 

   また、Ｂ市では、平成４年ごろ、はがきにより資格取得を勧奨していた

と述べており、資格取得の勧奨を受けて申立人の父が申立人に係る国民年

金の加入手続を行い、保険料を納付したと述べる申立人の主張と一致する。 

   さらに、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付をしていたとす

る申立人の父は長期間にわたり未納は無く、申立期間の保険料も納付済み

となっている上、申立期間は 12 か月と短期間であり、申立人は申立期間以

降に未納が無いことから、申立期間の保険料は納付していたものと考える

のが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2928 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年４月から 46年３月までの期間及び 52年１月から同年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めら

れることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年４月から 46 年３月まで 

             ② 昭和 52 年１月から同年３月まで 

    申立期間①については、私は国民年金保険料を納付していて国民年金

手帳に検認印も押されているのに、理由も無く昭和 45 年４月 22 日で資

格喪失とされており、さらに 46 年４月１日で任意の再取得とされている

が、私が結婚したのは 49 年 12 月なので 46 年に任意加入者になる理由も

無く、申立期間が未加入とされていることは納得できない。 

    また、申立期間②については、昭和 51 年９月までの保険料はＡ区で納

付し、同年 10 月からの保険料は転居先のＢ市で納付していたのに、未納

とされているのは納得できない。これらの申立期間を納付済みとしてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人が所持する国民年金手帳には、昭和 45

年４月から同年９月までの国民年金保険料を同年７月に、同年 10 月から

46 年３月までの保険料を同年２月に納付したことを示す検認印が押され

ている。 

   また、申立人の年金記録は昭和 45 年４月に被保険者資格を喪失し、46

年４月に任意で再取得となっているが、申立人は、この間アルバイトなど

をしており厚生年金保険等には加入しておらず、国民年金の被保険者資格

を喪失する理由は見当たらない上、同年４月に任意で再取得する理由も見

当たらないことから、行政側の記録管理の誤りと考えられる。 

   さらに、年金事務所は、申立人の記録照会に対し、申立期間①当時より



未加入の期間としているのに、納付されていた保険料を還付していなかっ

たことを認めて平成 22 年６月に還付決議を行っているなどの不手際が見

受けられる。 

   申立期間②については、申立人は任意加入者であり、国民年金の加入期

間において申立期間②以外に未納は無いことから、保険料の納付意識の高

さがうかがわれる上、申立期間②の前後の保険料は納付済みであり、申立

期間②は３か月と短期間であることを踏まえると、申立期間②の保険料は

納付していたものと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉厚生年金 事案 2610 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における資格取得日は、昭和 42 年８月 26 日であると認め

られることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日に係

る記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、３万 3,000 円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年８月 26 日から 43 年８月 26 日まで 

    私は、昭和 42 年８月 26 日にＡ社に入社し、厚生年金保険の被保険者

資格を取得し、44 年 12 月末に退職するまで継続して勤務した。厚生年

金保険料も給与から控除されていたので、同社に入社した 42 年８月 26

日から厚生年金保険の加入記録が無いことは、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録により、申立人が、申立期間においてＡ社に勤務し

ていたことが確認できる。 

   また、申立人が所持する厚生年金保険被保険者証及び年金手帳により、

申立人が初めて被保険者資格を取得した日は昭和 42 年８月 26 日であるこ

とが確認できる上、厚生年金保険被保険者名簿台帳記号番号払出簿により、

申立人の年金手帳記号番号は、同日を資格取得日としてＡ社に払い出され

ていることが確認できる。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人

の資格取得日は、昭和 42 年８月 26 日と記載された後、二重線で取り消さ

れ、43 年８月 26 日に訂正されていることが確認できる上、申立人の被保

険者記録（健康保険証整理番号＊番）は、＊番の被保険者の次に記載され、

申立人と同じ健康保険証整理番号（＊番）の被保険者が重複して記載され

ていることが確認でき、厚生年金保険及び健康保険に係る記録管理に不適

切さが認められる。 



   これらを総合的に判断すると、申立人の資格取得日に係る記録は有効な

ものと認められず、申立人の資格取得日は、厚生年金保険被保険者証に記

載された昭和 42 年８月 26 日であると認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

43 年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 3,000 円とするこ

とが妥当である。



千葉厚生年金 事案 2611 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間のうち、平成３年８月１日から同年 11 月 30 日までの

期間については、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月

額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当

該期間の標準報酬月額を、同年８月及び同年９月は 26 万円、同年 10 月は

24 万円に訂正することが必要である。 

   また、申立期間のうち、平成３年 11 月 30 日から４年６月１日までの期

間については、申立人のＡ社における資格喪失日は、同年６月１日である

と認められることから、申立人の同社における厚生年金保険被保険者資格

の喪失日に係る記録を訂正し、当該期間の標準報酬月額を 24 万円とする

ことが妥当である。 

   さらに、申立期間のうち、平成４年７月 31 日から同年 10 月 28 日まで

の期間については、申立人のＢ社における資格喪失日は同年 10 月 28 日で

あると認められることから、申立人の同社における厚生年金保険被保険者

資格の喪失日に係る記録を訂正し、当該期間の標準報酬月額を 22 万円と

することが妥当である。 

   加えて、申立期間のうち、平成４年 10 月 28 日から同年 12 月１日まで

の期間については、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＢ社に

おける上記訂正後の資格喪失日に係る記録を同年 12 月１日に訂正し、当

該期間の標準報酬月額を 22 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：① 平成３年８月１日から同年 11 月 30 日まで 

            ② 平成３年 11 月 30 日から４年６月１日まで 

            ③ 平成４年７月 31 日から同年 12 月１日まで 

    私は、申立期間①及び②はＡ社に、申立期間③はＢ社に勤務していた



が、この間の厚生年金保険の被保険者記録が間違っている。標準報酬月

額について、申立期間①及び②は 24 万円に、申立期間③は 26 万円に訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①及び②については、申立人が保管する給与支給明細書によ

り、申立人がＡ社に勤務していたことが確認できる。 

    一方、オンライン記録によると、申立期間①の標準報酬月額は、当初、

平成３年８月及び同年９月は 26 万円、同年 10 月は 24 万円と記録され

ていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなったとされる

旨の処理が行われたと確認できる４年８月 26 日付けで、申立人に係る

３年８月から同年 10 月までの標準報酬月額の記録が 11 万円に遡及
そきゅう

して

訂正されていることが確認でき、同日に当該事業所において厚生年金保

険の被保険者であった多数の者についても同様の処理がされている。 

    また、申立人が保管する給与支給明細書によると、申立期間①に係る

厚生年金保険料控除額は、遡及訂正前の標準報酬月額に相当する額であ

ることが確認できる。 

    さらに、申立期間②については、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所で

なくなったとされる旨の処理が行われたと確認できる平成４年８月 26

日付けで、申立人の３年 10 月の定時決定の記録が取り消された上、厚

生年金保険の被保険者資格喪失日が同年 11 月 30 日として記録されてい

ることが確認でき、ほかの者にも同様な処理がされているが、４年８月

26 日において当該事業所が適用事業所の要件を満たしていたと認めら

れることから、当該事業所が適用事業所でなくなったとする処理を社会

保険事務所が行う合理的な理由は見当たらない。 

    これらを総合的に判断すると、申立人に係る上記標準報酬月額を減額

する旨の処理及び平成３年 11 月 30 日に厚生年金保険被保険者資格を喪

失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該処理に係る記録は有効

なものとは認められず、申立人の資格喪失日は、雇用保険の記録におけ

る離職日の翌日である４年６月１日であると認められる。 

    また、申立期間①及び②の標準報酬月額については、事業主が社会保

険事務所に当初届け出た記録から、平成３年８月及び同年９月は 26 万

円、同年 10 月から４年５月までは 24 万円とすることが妥当である。 

 

  ２ 申立期間③については、雇用保険の加入記録により、申立人は、Ｂ社

に平成４年 11 月 30 日まで継続して勤務していたことが確認できる。 

    また、オンライン記録によると、Ｂ社は、当初、平成４年７月 31 日

に厚生年金保険の適用事業所でなくなっているが、同日に被保険者資格



を喪失した複数の者の喪失処理年月日が同年 10 月 28 日であることから、

当該事業所が適用事業所でなくなった旨の処理も同日に行われたと推認

でき、同日に、申立人の同年 10 月の定時決定の記録が取り消された上

で、資格喪失日が同年７月 31 日に遡及して訂正されており、ほかの者

にも同様の処理がされていることが確認できる。 

    しかし、当該処理前の記録から、平成４年７月 31 日において当該事

業所が適用事業所の要件を満たしていたと認められる。 

    これらを総合的に判断すると、当該喪失処理に係る記録は有効なもの

とは認められず、申立人の資格喪失日は、社会保険事務所が、当該事業

所が適用事業所に該当しなくなった処理をした日から判断して、平成４

年 10 月 28 日であると認められる。 

    なお、当該期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当

初届け出た記録から、22 万円とすることが妥当である。 

    一方、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなる旨の処理が行われ

た平成４年 10 月 28 日から同年 12 月１日までの期間については、雇用

保険の加入記録及び申立人が所持する同年 10 月及び同年 11 月の給与支

給明細書により、申立人は、当該期間も同社に継続して勤務し、厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていることが認められる。 

    なお、現在、オンライン記録によると、Ｂ社は、厚生年金保険の適用

事業所ではなくなった日が平成４年７月 31 日から同年 12 月１日に訂正

されている。 

    また、当該期間に係る標準報酬月額については、給与支給明細書の保

険料控除額から、22 万円とすることが妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、Ｂ社の厚生年金保険の適用事業所に該当しなく

なる処理を同年 10 月 28 日に行っていることから、社会保険事務所は申

立人に係る同年 10 月及び 11 月の保険料について納入の告知を行ってお

らず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事

業主は当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。



千葉厚生年金 事案 2612 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 24 年２月 21 日から 25 年６月 20 日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社本社における資格喪失日及び資格

取得日を取り消し、当該期間の標準報酬月額を 24 年２月から同年４月ま

では 5,100 円、同年５月から 25 年５月までは 7,000 円とすることが必要

である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

   また、申立人は、申立期間のうち、昭和 27 年２月 25 日から同年３月２

日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社本社における資格喪失日を同

年３月２日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 8,000 円とすることが必

要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 24 年２月 21 日から 25 年６月 20 日まで 

             ② 昭和 27 年２月 25 日から同年３月２日まで 

    私は、昭和 18 年４月に、Ｂ（地名）にあったＡ社に正社員として入

社し、28 年６月 30 日に退職するまで継続して勤務したが、24 年２月

21 日から 25 年６月 20 日までの期間及び同社Ｃ支店に転勤になった 27

年２月 25 日から同年３月２日までの期間の厚生年金保険の被保険者記

録が欠落していることは納得できないので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、Ａ社の事業主から提出された人事記録及び履

歴書並びに申立人が所持する辞令及び創立 30 周年記念に伴う表彰状に

より、申立人は、申立期間①において同社に継続して勤務していること

が認められる。 

    また、Ａ社は、「当社は、申立人に対して、申立期間①中に業務員に

昇格させている上、創立 30 周年記念に伴う表彰状を交付していること



から、この間も申立人は継続して勤務し、厚生年金保険料を給与から控

除されていたものと思われる。」と回答している。 

    さらに、Ａ社本社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間①に被保険者記録が欠落している者は申立人のほかに見当たら

ない。 

    これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①に係る保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

    また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人に係る被保険者

台帳及び申立人と同時期に入社した者の標準報酬月額の記録から、昭和

24 年２月から同年４月までは 5,100 円、同年５月から 25 年５月までは

7,000 円とすることが妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る申立期間①の保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は不明と回答しているが、事業主から

喪失及び取得の届出が無いにもかかわらず、社会保険事務所（当時）が

これらの記録処理を行うとは考え難いことから、事業主が社会保険事務

所の記録どおりの資格喪失日及び取得日の届出を行っており、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年２月から 25 年５月までの保険料

について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間①に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

  ２ 申立期間②については、Ａ社から提出された履歴書及び申立人が所持

する辞令から判断すると、申立人は同社に継続して勤務し（同社本社か

ら同社Ｃ支店に異動）、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

    なお、異動日については、事業主から提出された履歴書において、申

立人は、Ａ社Ｃ支店Ｄ（部門）に異動し、資格取得年月日が昭和 27 年

３月２日と記載されていることが確認できることから、同日とすること

が妥当である。 

    また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社にお

ける昭和 27 年１月の社会保険事務所の記録から、8,000 円とすること

が妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る申立期間②の保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は不明と回答しており、このほかに確

認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事

務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。



千葉厚生年金 事案 2613 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪

失日に係る記録を昭和 29 年７月 31 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28 年６月 11 日から 29 年７月 31 日まで 

    私は、所持している退職証明書に記載されているとおり、昭和 27 年

６月３日から 29 年７月 30 日までＡ事業所に継続して勤務し、勤務期間

中に勤務場所や業務内容が変わったことはなく、申立期間が厚生年金保

険に未加入とされていることに納得できないので記録の訂正を求める。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持するＢ渉外労務管理事務所長が発行した昭和 29 年８月３

日付けの「退職証明書」により、申立人が 27 年６月３日から 29 年７月

30 日まで、Ａ事業所にＣ（職種）として勤務していたことが確認できる。 

   また、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和

28 年 12 月 16 日に資格を喪失している、申立人と同様にＣ（職種）とし

て勤務していた当時の同僚二人は、「申立人は勤務地が変わることなくＣ

（職種）として勤務していた。」と証言している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の当該事業所におけ

る昭和 28 年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000 円とする

ことが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに



ついては、事業主が保管する厚生年金保険記録においても、申立人の資格

喪失日が昭和 28 年６月 11 日と記録されていることから、事業主が社会保

険事務所の記録どおりに申立人の資格喪失日を届け、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る同年６月から 29 年６月までの保険料について納

入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。



千葉厚生年金 事案 2614 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日

に係る記録を平成９年 10 月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

28 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年 10 月 21 日から同年 11 月１日まで 

    私は、平成９年 10 月 21 日にＡ社に入社し、雇用保険の資格取得日も

同日とされているのに、厚生年金保険の被保険者資格取得日が同年 11

月１日とされていることは納得できないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録及び申立人が所持する平成９年 11 月から 11 年３月まで

の給与支給明細書（その記載により厚生年金保険料は翌月控除であること

が確認できる。）により、申立人は申立期間においてＡ社に勤務し、保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人が所持する平成９年

11 月の給与支給明細書において確認できる保険料控除額（２万 4,290

円）から、28 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、当該事業所は、既に解散していることから事業主に確認するこ

とができず、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。



千葉厚生年金 事案 2615 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ渉外労務管理事務所における資格取得日は昭和 24 年４月１

日であると認められることから、当該期間に係る厚生年金保険被保険者資

格の取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、3,000 円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20 年から 24 年５月 22 日まで 

    私は、昭和 20 年ごろから米軍キャンプのＢ（施設）でＣ（職種）を

していた。朝鮮動乱の際、死体を洗う仕事があると誘われたが、死体は

嫌なので断ったことを覚えている。厚生年金保険の被保険者期間が昭和

24 年５月 22 日からとされていることは納得できないので、調査してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間のうち、昭和 24 年４月１日から同年５月 22 日までの期間に

ついては、米軍キャンプの労務者の厚生年金保険を管理していたＡ渉外

労務管理事務所は、同年４月１日に厚生年金保険の新規適用事業所にな

っていることから、当該期間において当該事業所は適用事業所である。 

    また、当該事業所における申立人の厚生年金保険の被保険者資格取得

日は、オンライン記録では昭和 24 年５月 22 日と記録されているところ、

当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人の資格取

得日の欄に「24 年」のみが記載され、月日の記載が無いが、当該被保

険者名簿の申立人の次の欄に記載されている被保険者は、申立人と同様

に、資格取得日の欄に「24 年」のみの記載となっているにもかかわら

ず、オンライン記録では 24 年４月１日に資格を取得したことになって

いる。 

    さらに、当該被保険者名簿の別のページに、申立人が昭和 24 年４月



１日に資格を取得した記載があるが、申立人及びその前後７人について

も資格取得が取り消されている上、当該被保険者名簿には、ほかにも整

理番号の重複や資格取得の取消しが多数見受けられることから、記録の

管理が適切に行われなかった可能性がある。 

    これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 24 年４月１

日に被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行っ

たことが認められる。 

    なお、当該期間の標準報酬月額については、当該事業所の被保険者名

簿で確認できる同年代に資格を取得した元同僚の記録から、3,000 円と

することが妥当である。 

 

  ２ 一方、申立期間のうち、昭和 20 年から 24 年４月１日までの期間につ

いては、Ａ渉外労務管理事務所が厚生年金保険の適用事業所になる前の

期間である。 

    また、「進駐軍労務者に対する健康保険法及び厚生年金保険法の適用

に関する件」（昭和 23 年 12 月１日付保発第 92 号厚生省保険局長通

知）により、進駐軍労務者が国の事務所に使用される者として、厚生年

金保険の強制被保険者として適用されるようになったのは 24 年１月１

日以降であり、これ以前においては強制被保険者としての資格を有して

いないと推認できる。 

    さらに、Ａ渉外労務管理事務所の厚生年金保険記録を管理している防

衛省Ｄ防衛局は、｢申立人の申立期間に係る厚生年金保険の加入及び雇

用に関する記録は無い。｣と回答している上、申立人は、当時の同僚を

記憶していないことから、当該期間における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できない。 

    このほか、申立人の当該期間における保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 20 年か

ら 24 年４月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2616 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 57 年７月１日から 61 年３月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、Ａ社Ｂ（部門）(現在は、Ｃ社)における申立人の

厚生年金保険被保険者記録のうち、当該期間に係る資格喪失日及び資格取

得日を取り消し、当該期間の標準報酬月額を 41 万円とすることが必要で

ある。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57 年２月 10 日から同年５月１日まで 

             ② 昭和 57 年７月１日から 61 年３月１日まで 

             ③ 昭和 60 年 11 月 22 日から 61 年６月 21 日まで 

             ④ 平成３年４月１日から６年３月 31 日まで 

    私は、申立期間①及び②については、Ｄ社に顧問相談役として勤務し

ながら、主としてＡ社においてＥ（職種）に従事しており、確定申告に

際しても主たる所得を同社から得ていたと申告していたのに、同社に係

る厚生年金保険の被保険者記録が無いことは納得できない。 

    また、申立期間③については、主としてＡ社に勤務しながらＤ社の顧

問相談役も引き受けていたので、同社でも厚生年金保険に加入していた

のに、被保険者記録が無いことは納得できない。 

    さらに、申立期間④については、Ｆ社に役員として勤務していたのに、

被保険者記録が無いことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②については、申立人は、オンライン記録により、Ａ社Ｂ

（部門）において昭和 57 年５月１日に厚生年金保険の被保険者資格を

取得し、同年７月１日に資格を喪失後、61 年３月１日に同社において



再度資格を取得しており、57 年７月１日から 61 年３月１日までは被保

険者記録が無いことが確認できる。 

    しかし、Ｃ社は、「申立人は、昭和 57 年２月 10 日に入社してから

63 年８月 12 日に退職するまで在籍していた。」と回答している上、複

数の元同僚は、「申立人は、自分と同様に常勤職員であった。」とそれ

ぞれ供述していることから、申立人はＡ社Ｂ（部門）に継続して勤務し

ていたことが認められる。 

    また、申立人と同時期に、申立人が勤務していたＡ社Ｇ営業所で同じ

Ｅ（職種）であった複数の元同僚は、「申立人がＡ社Ｂ（部門）に勤務

していたころの業務内容及び勤務形態は自分と同じであった。」と供述

しているところ、当該複数の元同僚を含む同社Ｇ営業所でＥ（職種）に

従事していた職員は、オンライン記録によるといずれも申立期間②にお

いて厚生年金保険の被保険者記録が確認できる。 

    これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間②において、Ａ社

に継続して勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

    また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人と同じＥ（職

種）の元同僚の記録から、41 万円とすることが妥当である。 

    なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されてい

ないにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを記録することは

考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失

及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る昭和 57 年７月から 61 年２月までの保険料について納入の告知を行

っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立期間②に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

  ２ 申立期間①については、Ｃ社は、申立人がＡ社に昭和 57 年２月 10 日

に入社したことを認めているが、申立人と同じＥ（職種）の複数の元同

僚は、「当時、入社してから３か月から６か月は、見習い期間として社

会保険に加入していなかった。」と供述しているところ、上記元同僚が

記憶している自身の入社日は、厚生年金保険の資格取得日の３か月から

４か月前であることから、当時、Ａ社は、Ｅ（職種）については入社後

一定期間経過後に厚生年金保険に加入させる取扱いをしていたことがう

かがえる。 

    また、Ａ社Ｂ（部門）は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっ



ており、Ｃ社は、「当時の賃金台帳、源泉徴収票等の存在は不明であ

る。」と回答していることから、申立人の申立期間①当時の厚生年金保

険料の控除について確認することができない。 

    このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ 申立期間③については、申立人は当時の元同僚を記憶していないこと

から、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、所在の

確認できた元同僚５名に申立人の当時の勤務実態について照会したとこ

ろ、２名から回答を得たが、具体的な供述を得ることができない。 

    また、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

元事業主は死亡していることから、申立人の申立期間③当時の保険料の

控除について確認することができない。 

    このほか、申立人の申立期間③における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ４ 申立期間④については、Ｆ社の元役員１名は、「申立人の入社時期は

覚えていないが、非常勤役員になる前は歩合制で勤めており、社会保険

には加入していない。」と供述している上、複数の元役員は、「申立人

は、非常勤役員であり、役員就任は平成５年６月から６年３月までであ

ったと記憶している。当時、非常勤役員は、社会保険（厚生年金保険、

健康保険、雇用保険）に加入させていなかった。」と供述している。 

    また、当該事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなってお

り、元事業主は、「当時の資料は廃棄した。」と供述していることから、

申立期間④当時の保険料の控除について確認できない。 

    さらに、当該事業所のオンライン記録において、申立期間④に申立人

の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間④における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、③及び④に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。



千葉厚生年金 事案 2617 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における労働者年金保険の資格取

得日は昭和 17 年６月 1 日、資格喪失日は同年 11 月１日、同社Ｄ工場にお

ける資格取得日は同年 11 月１日、資格喪失日は 19 年 10 月１日であると

認められることから、当該期間に係る労働者年金保険被保険者資格の取得

日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 明治 37 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 17 年６月１日から 19 年 10 月１日まで 

    私の夫は、昭和 14 年 12 月に正社員としてＡ社に入社し、昭和 17 年

11 月に同社Ｃ工場から同社Ｄ工場に異動した。同社Ｃ工場及び同社Ｄ

工場は労働者年金保険の適用事業所として登録されているにもかかわら

ず、ねんきん特別便では資格取得が 19 年 10 月 1 日となっていることに

納得できない。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された申立人に係る人事記録により、申立人は昭和 14 年

12 月 16 日から 34 年８月 31 日までの期間について、同社に継続して勤務

していたことを認められる。 

   また、厚生年金保険被保険者番号払出簿により、申立人は昭和 17 年１

月１日にＡ社Ｃ工場において、「＊」の番号で労働者年金保険被保険者の

資格を取得していることが確認できる 

   なお、労働者年金保険制度は、労働者年金法により昭和 17 年１月１日

からの準備期間を経て、同年６月１日から完全施行されている。 

   さらに、Ａ社Ｃ工場に係る労働者年金保険被保険者名簿に申立人の氏名



は確認できない上、当該名簿にはページの欠落がみられるなど、社会保険

事務所（当時）における年金記録の管理が適切に行われなかった可能性が

認められる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が主張する昭和 17 年６月１日に

申立人が労働者年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を事業主が社会

保険事務所に対して行ったことが認められる。 

   また、申立人は、昭和 17 年６月１日から 19 年 10 月１日までＡ社に継

続して勤務し（17 年 11 月１日に同社Ｃ工場から同社Ｄ工場に異動）、当

該期間に係る労働者年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保

険法の一部を改正する法律（昭和 44 年法律第 78 号）附則第３条の規定に

基づき、１万円とすることが妥当である。



千葉厚生年金 事案 2618 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日

及び資格取得日を取り消し、申立期間の標準報酬月額を 33 年６月から 35

年３月までは 6,000 円、同年４月から同年９月までは 8,000 円、同年 10

月から 36 年１月までは１万 2,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年６月 10 日から 36 年２月 15 日まで 

    私は、昭和 30 年４月から 36 年 11 月まで、Ｂ区Ｃに所在したＡ社に

おいてＤ（作業）をしていた。途中で転勤したり退職したりすることな

く、同社に継続して勤務しており、仕事の内容が変わることもなかった。

厚生年金保険料は、毎月給与から控除されていたと思うので、申立期間

において、厚生年金保険の被保険者期間が 32 か月欠落しているとする

年金事務所の回答は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人がＡ社において一緒に勤務していたとする複数の元同僚は、「申

立人は、申立期間においても一貫してＤ（作業）をしていた。」と供述し

ていることから、申立人の申立期間における継続勤務が推認できる。 

   また、当該事業所において、申立人が勤務した昭和 30 年８月から申立

期間を含む 36 年 11 月までの期間において、申立人以外の元同僚について

は、いずれも厚生年金保険の被保険者記録が継続している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間においてもＡ社に継続

して勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の申立期間前後の標



準報酬月額の記録及び元同僚の標準報酬月額の記録から、昭和 33 年６月

から 35 年３月まで 6,000 円、同年４月から同年９月まで 8,000 円、同年

10 月から 36 年１月まで１万 2,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主から申立人に係る被保険者の喪失届及び取得届が提出さ

れていないにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを記録するこ

とは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪

失及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る昭和 33 年６月から 36 年１月までの保険料について納入の告知を行っ

ておらず（社会保険事務所が納入の告知は行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事

業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。



千葉厚生年金 事案 2619 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日

に係る記録を平成 12 年３月 20 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

24 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12 年３月 20 日から同年４月１日まで 

    私は、平成 12 年３月 20 日にＡ社に採用され、13 年３月 27 日にＡ社

Ｂ（部門）へ配属された。12 年３月の給与は、同年４月 25 日に支給さ

れており、同年３月の厚生年金保険の加入記録が欠落しているので、訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の事業主、人事担当職員及び申立人の元上司は、「申立人は、平成

12 年３月 20 日にＡ社に入社した。」と証言している。 

   また、申立人から提出された平成 12 年４月分の給与支給明細書におい

て厚生年金保険料が控除されていることが確認できるところ、当該事業所

は、「給与は月末締めの翌月 25 日支払いで、厚生年金保険料は翌月控除

であることから、平成 12 年４月の給与支給明細書において控除されてい

る保険料は、同年３月分の保険料である。」と回答している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成

12 年４月分の給与支給明細書により、24 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、Ａ社は、申立人の資格取得に係る届出に誤りがあり、保険料を

納付していないとしていることから、事業主が平成 12 年４月１日を資格

取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月

の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申

立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



千葉厚生年金 事案 2620 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 40 年３月 16 日から同年５月 10 日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る

記録を同年５月 10 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を２万円とする

ことが必要である。 

   また、申立期間のうち、昭和 41 年 12 月１日から 42 年７月 14 日までの

期間に係る保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人のＣ社本社における資格喪失日に係る記録を同年７月

14 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を３万 3,000 円とすることが必

要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かは、明らかでないと認められる。 

   また、申立期間のうち、昭和 44 年６月 30 日から同年７月１日までの期

間に係る保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる

ことから、申立人のＣ社Ｄ支店における資格喪失日に係る記録を同年７月

１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を５万 2,000 円とすることが必要

である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年３月 16 日から同年５月 10 日まで 

             ② 昭和 41 年 12 月１日から 42 年７月 14 日まで 

             ③ 昭和 44 年６月 30 日から同年７月１日まで 

    私は、昭和 39 年３月から 60 年 11 月に退社するまで、Ａ社グループ

に勤務した。同社の子会社であるＣ社に出向していた 40 年３月 16 日か

ら 45 年７月 31 日までの期間のうち、申立期間における厚生年金保険の

被保険者記録が欠落しているので、被保険者期間として認めてほしい。 



 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、複数の元同僚の証言から判断すると、申立人

はＡ社及び関連会社であるＣ社に継続して勤務し（Ａ社Ｂ支店からＣ社

へ異動）、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

    なお、異動日について、Ｃ社の元同僚は、「Ｃ社の経営が軌道に乗る

昭和 43 年ぐらいまで、同社の給与については、親会社のＡ社が支給し、

給与計算及び社会保険関係事務も同社の本支店が行っていた。」と供述

している上、申立人は、「Ｃ社の会社立ち上げ業務を行っていた。」と

供述していることから、Ｃ社の厚生年金保険の新規適用日である 40 年

５月 10 日とすることが妥当である。 

    また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店に

おける昭和 40 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万円と

することが妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る申立期間①の保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事

務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

  ２ 申立期間②については、雇用保険の記録及び元同僚の証言から判断す

ると、申立人はＣ社に継続勤務し（同社本社から同社Ｅ支店へ異動）、

申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

    なお、異動日について、申立人は、「Ｃ社Ｅ支店の立ち上げ業務を行

っていた。」と供述していることから、Ｃ社Ｅ支店の新規適用日である

昭和 42 年７月 14 日とすることが妥当である。 

    また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＣ社本社にお

ける昭和 41 年 11 月の社会保険事務所の記録から、３万 3,000 円とする

ことが妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る申立期間②の保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事



務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

  ３ 申立期間③については、雇用保険の記録及び元同僚の証言から判断す

ると、申立人はＣ社に継続して勤務し（同社Ｄ支店から同社本社へ異

動）、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

    なお、異動日については、申立人の供述から、昭和 44 年７月１日と

することが妥当である。 

    また、申立期間③の標準報酬月額については、申立人のＣ社Ｄ支店に

おける昭和 44 年５月の社会保険事務所の記録から、５万 2,000 円とす

ることが妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る申立期間③の保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主が資格喪失日を昭和 44 年７月１日と

届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年６月 30 日と誤

って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日とし

て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年６月の保険料

の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも

のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は申立人に係る申立期間③の保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。



千葉厚生年金 事案 2621 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年３月１日から 55 年５月 27 日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

54 年３月１日に、資格喪失日に係る記録を 55 年５月 27 日に訂正し、当

該期間の標準報酬月額を 16 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 53 年 12 月１日から 55 年５月 27 日まで 

    私は、昭和 53 年 12 月にＡ社に入社し、正社員のＢ（職種）担当とし

て、55 年５月まで勤務したが、この期間の厚生年金保険の被保険者期

間が欠落していることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の元事業主は、申立人の勤務実態について、「申立人は、申立てど

おりの期間に在籍し、正社員として勤務していた。」と供述していること

から、申立人が、申立期間において同社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、当該事業所で経理及び社会保険事務を担当していた元同僚は、

「新入社員の試用期間は３か月であり、その試用期間経過後に正社員とな

ったことを契機に雇用保険に加入させ、健康保険と厚生年金保険について

も同時に加入させていた。」と証言しているところ、申立人の雇用保険の

取得日は、入社から３か月後の昭和 54 年３月１日であることが確認でき

る 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年

３月１日から 55 年５月 27 日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人と同種の業務に従事



していた元同僚の被保険者記録から、16 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、仮に事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出され

た場合には、その後、被保険者資格の喪失届（報酬月額算定基礎届を含

む。）を提出する機会があったことになるが、いずれの機会においても社

会保険事務所（当時）が当該届出を記録しないとは通常の事務処理では考

え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の取得及び喪失に係る

届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

54 年３月から 55 年４月までの保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

   一方、申立期間のうち、昭和 53 年 12 月１日から 54 年２月 28 日までの

期間については、上記の経理及び社会保険事務を担当していた元同僚が、

「試用期間があった。」と供述していることから、雇用保険に加入してい

ない試用期間であり、厚生年金保険に加入させる取扱いをしていなかった

と認められる。 

   このほか、申立人の昭和 53 年 12 月１日から 54 年２月 28 日までの期間

における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2622 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 34 年４月１日から 35 年１月 15 日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

34 年４月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 6,000 円とすること

が必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年１月１日から 35 年１月 15 日まで 

             ② 昭和 35 年２月１日から同年 11 月１日まで 

    私は、昭和 34 年１月から 35 年 10 月末日まで、Ａ社に勤務していた

が、厚生年金保険の被保険者資格取得日は 35 年１月 15 日、資格喪失日

は同年２月１日となっている。当時の社長と私の伯父が会社を作ること

になり、その準備のため、社員が一人もいない 34 年の正月過ぎに手伝

い始めた。申立期間当時の社員旅行の写真もあり、私の加入記録が１か

月ということは考えられない。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人の複数の元同僚は、「自分が入社した

昭和 34 年４月には、既に申立人が勤めていた。」とそれぞれ供述して

いる上、申立人から提出された社員旅行の写真に写っている複数の元同

僚が、「写真は昭和 34 年 10 月ごろの社員旅行のときの写真である。」

と供述していることから、申立人が申立期間①においてＡ社に勤務して

いたことが推認できる。 

    また、Ａ社は、昭和 34 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所とな

っているところ、申立人が氏名を挙げた元同僚のうち、当該事業所が適



用事業所になる前から勤務している複数の元同僚は、当該事業所が適用

事業所になった日に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが

確認できる。 

    さらに、昭和 34 年４月１日に資格を取得していることが確認できる

元同僚の一人は、「申立人の仕事内容は私と同じで、勤務形態に違いは

なかった。」と供述している。 

    これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①のうち、昭和

34 年４月１日から 35 年１月 15 日までの期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

    また、当該期間の標準報酬月額については、申立人と同じ職種である

複数の元同僚の記録及び申立人のＡ社における昭和 35 年１月の社会保

険事務所（当時）の記録から、6,000 円とすることが妥当である。 

    一方、申立期間①のうち、昭和 34 年１月１日から同年４月１日まで

の期間について、Ａ社は、昭和 34 年４月１日に厚生年金保険の適用事

業所となっており、当該事業所が適用事業所になる前の期間である。 

    また、オンライン記録によると、申立人が氏名を挙げた当該事業所が

適用事業所になる前から勤務している複数の元同僚は、当該事業所が適

用事業所になった日に厚生年金保険の被保険者資格を取得していること

が確認できる。 

    さらに、当時の事業主は所在不明で、申立人の当該期間における厚生

年金保険料の控除について確認できない。 

    このほか、当該期間における保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人が氏名を挙げた複数の元同僚からは、

申立人の勤務期間について具体的な供述を得ることができず、申立人の

勤務実態を確認できない。 

    また、当時の事業主は所在が不明のため、申立人が申立期間②におい

て厚生年金保険料を給与から控除されていたかに否かについて確認でき

ない。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2623 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間のうち、平成 15 年２月１日から 20 年７月１日までの

期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ

社における当該期間の標準報酬月額に係る記録を、15 年２月及び同年３

月は 26 万円、同年４月は 30 万円、同年５月は 34 万円、同年６月は 32 万

円、同年７月から 16 年９月までは 34 万円、同年 10 月及び同年 11 月は

32 万円、同年 12 月は 36 万円、17 年１月から同年３月までは 34 万円、同

年４月から同年 12 月までは 36 万円、18 年１月から同年９月までは 38 万

円、同年 10 月から同年 12 月までは 36 万円、19 年１月は 38 万円、同年

２月は 36 万円、同年３月は 32 万円、同年４月は 34 万円、同年５月は 32

万円、同年６月は 30 万円、同年７月は 26 万円、同年８月は 32 万円、同

年９月は 34 万円、同年 10 月から同年 12 月までは 32 万円、20 年１月か

ら同年３月までは 30 万円、同年４月は 26 万円、同年５月は 24 万円、同

年６月は 32 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料（上記訂正前

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年２月１日から 20 年９月 16 日まで 

    申立期間において、私がＡ社に勤務していた当時の給与額は 30 万円

から 35 万円であったが、その期間の社会保険事務所（当時）の標準報

酬月額の記録は、20 万円や９万 8,000 円とされており、実際の給与額

よりかなり低くなっている。申立期間の給与明細書を提出するので、厚

生年金保険料の控除額を確認し、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているとこ



ろ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及

び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であること

から、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人が主張するとお

り、申立人から提出された給与明細書により、申立期間のうち、平成 15

年２月及び同年３月は 26 万円、同年４月は 30 万円、同年５月は 34 万円、

同年６月は 32 万円、同年７月から 16 年９月までは 34 万円、同年 10 月及

び同年 11 月は 32 万円、同年 12 月は 36 万円、17 年１月から同年３月ま

では 34 万円、同年４月から同年 12 月までは 36 万円、18 年１月から同年

９月までは 38 万円、同年 10 月から同年 12 月までは 36 万円、19 年１月

は 38 万円、同年２月は 36 万円、同年３月は 32 万円、同年４月は 34 万円、

同年５月は 32 万円、同年６月は 30 万円、同年７月は 26 万円、同年８月

は 32 万円、同年９月は 34 万円、同年 10 月から同年 12 月までは 32 万円、

20 年１月から同年３月までは 30 万円、同年４月は 26 万円、同年５月は

24 万円、同年６月は 32 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

申立期間の全期間にわたって、給与明細書の保険料控除額に基づく標準報

酬月額と社会保険事務所の記録が一致していないことから、事業主は、給

与明細書で確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額を届け出ておら

ず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に見合う保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間の厚生年金保険料

（上記訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。



千葉厚生年金 事案 2624 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支社における資格取得日は昭和 36 年

２月 1 日、資格喪失日は同年５月 12 日であると認められることから、申

立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、１万 8,000 円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年２月１日から同年５月 12 日まで 

    私は、昭和 33 年５月から 46 年８月末日までＡ社に継続して勤務して

いたが、同社Ｃ支社に勤務した 36 年２月１日から同年５月 12 日までの

厚生年金保険の被保険者記録が無いことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出されたＡ社に係る加入者台帳には、申立人が昭和 33 年 10

月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが記載され、申

立期間において継続して勤務していることが確認できるほか、Ｂ社も、申

立人が継続して被保険者であった可能性があると回答している。 

   また、Ａ社Ｃ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立

人の氏名及び昭和 36 年２月１日の資格取得日が記載されていることから、

申立人が当該事業所に勤務し、事業主から同日付けで社会保険事務所（当

時）に資格取得届が届出されていることが確認できる。 

   さらに、申立人から提出された「Ｄ（書類）」によると、申立人が、Ａ

社Ｃ支社において昭和 36 年２月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取

得していることが確認できることから、申立期間において厚生年金保険料

を控除されていたと認められる。 

   一方、当該被保険者名簿は、申立人を含め資格喪失日の記載が無く不自

然なものとなっているところ、オンライン記録において当該事業所が適用



事業所でなくなった昭和 36 年５月 12 日が資格喪失日として記録されてい

る者が 70 人いるが、申立人のみオンライン記録において被保険者資格が

記録されていないことが確認できることから、申立人に係る被保険者記録

が適正に管理されていたとは考え難い。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は申立人が主張する昭和 36 年２

月１日に厚生年金保険の資格を取得し、同年５月 12 日に資格を喪失した

旨の届出を社会保険事務所に対して行ったことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 36 年２月の社会保険

事務所の記録から、１万 8,000 円とすることが妥当である。



千葉厚生年金 事案 2625 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ

支店における資格取得日に係る記録を昭和 37 年 1 月 17 日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を２万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年１月 17 日から同年２月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 33 年４月１日から平成６年６月 30 日まで勤務して

いた。昭和 37 年１月 17 日付けで同社Ｄ支店から同社Ｃ支店に転勤した

ときの厚生年金保険の記録が無いので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された職歴証明書及びＢ社の回答から判断すると、申立

人はＡ社に継続して勤務し（昭和 37 年１月 17 日に同社Ｄ支店から同社Ｃ

支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店におけ

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、２万 6,000 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、保険料は納付したと主張しているが、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 



千葉国民年金 事案 2929 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和36年４月から38年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 36 年４月から 38 年１月まで 

    私は、国民年金制度ができたと聞き、加入について実家の兄や近所の

主婦達と話し合い、当時の国民年金保険料は１か月 100 円と掛けやすい

額でもあったので、制度発足当初から加入した。保険料はＡ区役所の出

張所で納付したと記憶している。申立期間について未納とされているこ

とは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金制度ができたときにＡ区役所の出張所において国民

年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付したと主張するところ、申

立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿から昭和 38

年２月 28 日に同区に払い出されており、オンライン記録によると、申立人

は同年２月 28 日に任意加入していることが確認でき、申立人の前後の記号

番号の被保険者においても申立人の資格取得年月日以前に任意加入した者

はおらず、同日、加入手続を行ったことが推認できることから、申立期間

は、国民年金に未加入の期間であり、制度上、保険料を納付することがで

きない期間である。 

   また、国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、

申立人に対し申立期間の保険料を納付する前提となる別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人は、申立期間の保険料の納付方法については、Ａ区役所

の出張所に行き、納付していたと申述しているところ、同区では昭和 37

年４月からは３か月ごとに区職員が被保険者宅を訪問し、集金する方法に

変更しており、申述内容は申立期間当時の納付方法と一部相違している。 



   加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く､ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2930 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和58年５月から59年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年５月から 59 年６月まで 

    私が 20 歳になったときに、私の母が市役所の出張所で私の国民年金の

加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料は、母が出張所か金融機関

で納付していたのに未加入で未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった昭和 58 年＊月ごろ、申立人の母が市役所の出

張所で国民年金の加入手続を行ったと主張しているところ、申立人の国民

年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿によると、63 年８月８

日にＡ市へ払い出されていることが確認でき、申立人は同時期以降に国民

年金の加入手続を行ったことが推認できることから、20 歳になったときに

加入手続を行ったとする申立人の主張と相違する。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点において、申

立期間の国民年金保険料は時効により納付することができず、申立人が申

立期間の保険料を納付していたとは考え難い。 

   さらに、国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結

果、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

   加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2931 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年８月から３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年８月から３年３月まで 

    私が 20 歳になった平成２年＊月に、Ａ市役所から国民年金保険料の納

付書が送付されてきた。当時、私は学生だったので母が国民年金の加入

手続を行い保険料は毎月納付していた。そのときの領収書は、父の会社

に年末調整の確認資料として提出したため手元に残っていないが、申立

期間が未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった平成２年＊月に、Ａ市役所から国民年金保険料

の納付書が送付されてきたと主張しているが、国民年金保険料の納付書に

ついては、原則として被保険者となるべき者からの加入手続に基づき、市

町村が国民年金手帳記号番号を払い出し、当該手帳記号番号に基づき作成

するところ、被保険者名簿によると、申立人の国民年金の資格取得届は、

同市において３年５月 14 日に受け付けられていることが確認でき、納付書

の送付は同日以降になるものと考えられることから、申立人の主張と相違

する上、同市に納付書の送付について照会したところ、加入手続前に納付

書を送付することはないと回答している。 

   また、申立人の所持する年金手帳には国民年金の被保険者資格を取得し

た日は平成３年４月１日と記載され、その資格記録はオンライン記録及び

被保険者名簿とも一致することから、申立期間は国民年金に未加入の期間

であり、制度上、保険料を納付することができない期間である。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人の氏名は無く、申立人

に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらな



い。 

   加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く､ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2932 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年２月から８年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年２月から８年７月まで 

    私は 20 歳のころ、家業を手伝っており、親が私の国民年金の加入手続

を行い、国民年金保険料を納めてくれていたと思っていたが、結婚が決

まった平成５年２月に未加入であることが分かったので、市役所で国民

年金の加入手続を行い、保険料を納付した。申立期間について未加入と

されていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、結婚が決まった平成５年２月に市役所で国民年金の加入手続

を行い、国民年金保険料を納付したと主張しているが、申立期間は基礎年

金番号制度が導入される前であり、国民年金の加入時において、国民年金

手帳記号番号が払い出されるところ、国民年金手帳記号番号払出簿検索シ

ステムによる縦覧調査の結果、申立人に手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情は見当たらないことから、申立期間は国民年金に

未加入の期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間であ

る。 

   また、申立人は国民年金の加入手続、保険料を納付した時期及び場所に

ついての記憶が明確ではなく、申立期間に係る保険料の納付状況等が不明

である上、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く､ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2933 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年２月から 55 年３月までの期間及び 61 年３月から 62

年 12 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 53 年２月から 55 年３月まで 

             ② 昭和 61 年３月から 62 年 12 月まで 

    私は、申立期間①に係る国民年金保険料を還付されていることは領収

証書から確認できるが、当時、保険料の納付は母が行っていたため還付

されたことを知らず、なぜ還付されたのかも分からないため、申立期間

①を納付済期間として認めてもらいたい。また、申立期間②の保険料は

納付していたはずであり、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人はその母が国民年金保険料を納付した

とする昭和 53 年度及び 54 年度の領収証書を所持しており、申立期間①

のうち昭和 53 年４月から 55 年３月までの保険料を納付していることが

確認できるが、いずれの領収証書にも「還付」の印があり、還付期間、

還付金額及び還付決定年月日が記載されており、国民年金被保険者台帳

にも還付記録が確認できることから、申立人の母が当該領収証書を持参

し保険料の還付申出を行い、社会保険事務所（当時）は、当該還付申出

により、保険料の還付処理を行ったことがうかがえる。 

    また、申立人の所持する年金手帳には、昭和 53 年２月 16 日に強制被

保険者資格を喪失したことが記載されており、特殊台帳及びオンライン

記録の資格喪失日とも基本的に一致しており、申立期間は国民年金に未

加入であり、制度上、保険料を納付することはできない期間である。 

 

  ２ 申立期間②については、申立期間②直後の昭和 63 年１月から同年３月



までの期間及び同年４月から同年６月までの期間の保険料が、平成２年

４月 27 日及び同年７月 20 日にそれぞれ保険料を過年度納付しているこ

とから、同年４月 27 日を基準にすると、申立期間②は時効のため保険料

を納付することはできない期間である。 

    また、申立期間②の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間②の保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ さらに申立人は、申立期間の保険料の納付に関与しておらず、申立人

の国民年金の諸手続及び保険料の納付を行ったとする申立人の母は、既

に亡くなっているため、申立期間に係る諸手続、納付状況等は不明であ

る。 

 

  ４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的

に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたもの

と認めることはできない。



千葉国民年金 事案 2934 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年 10 月から８年８月までの期間及び 10 年１月から同年

５月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成７年 10 月から８年８月まで 

             ② 平成 10 年１月から同年５月まで 

    私は、平成７年 10 月以降職場を数回変わったが、その都度、妻の分ま

で含めて私が国民年金や厚生年金保険の加入手続をしていた。それなの

に妻の国民年金保険料は納付済みとされ、私は未加入とされていること

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、基礎年金番号が導入された平成９年以前の期

間であり、国民年金の記号番号の交付がなければ国民年金保険料を納付

することはできないところ、申立人の所持する年金手帳には厚生年金保

険の記号番号のみが記載されており、国民年金の記号番号及び国民年金

被保険者資格記録の記載は無く、オンライン記録においても、申立人の

最初の国民年金の資格取得日は 13 年７月１日と記録されていることか

ら、申立期間は国民年金に未加入の期間であり、制度上、保険料を納付

することはできない期間である。 

    また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②については、オンライン記録によれば、平成 11 年８月 24

日に申立人について申立期間②に係る「勧奨関連対象者一覧（未適用者）

最終」が作成されていることから、同日まで国民年金の加入手続が行わ



れていなかったことがうかがわれる。 

    また、申立期間②は平成９年１月の基礎年金番号導入後であり、保険

料の収納事務の電算化が図られた後であることから、年金記録事務にお

ける事務処理の機械化が促進されており、記録漏れ、記録誤り等が生じ

る可能性は少ない。 

 

  ３ 申立人は、申立期間①及び②に係る年金手帳の交付、納付した保険料

額等、具体的な納付状況の記憶が不鮮明である上、保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書）は無く、ほかに申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的

に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたもの

と認めることはできない。



千葉国民年金 事案 2935 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年６月から 56 年 11 月までの期間、62 年８月から 63 年

３月までの期間及び同年７月から同年 10 月までの期間の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55 年６月から 56 年 11 月まで 

             ② 昭和 62 年８月から 63 年３月まで 

             ③ 昭和 63 年７月から同年 10 月まで 

    私は、昭和 56 年＊月に長男が誕生し、当時居住していたＡ市Ｂ区から

出産一時金を受給したので、これは市民税や国民年金保険料等を納付し

ていたからこそ受給できたのであり、55 年６月から 56 年 11 月までの期

間は、保険料を納付していたはずである。また、62 年８月から 63 年３

月までの期間、同年７月から同年 10 月までの期間については、Ａ市Ｂ区

役所から、保険料の督促の連絡を受けた覚えがないので、保険料を納付

しているはずであり、未加入及び未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人の所持する年金手帳には、国民年金の資

格取得日が昭和 62 年１月 26 日と記載されており、オンライン記録とも一

致していることから、申立期間は国民年金に未加入の期間であり、制度上、

国民年金保険料を納付することはできない期間である。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立期間②及び③については、申立人は保険料の納付金額、納

付場所についての記憶が明確でないため、申立期間の納付状況が不明であ

る上、保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

は無く、一緒に保険料を納付したとする申立人の妻の記録も未納とされて

いる。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2936 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年４月から同年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年４月から同年８月まで 

    私の夫が平成元年３月に会社を定年退職したとき、私は国民年金の第

３号被保険者から第１号被保険者への切替手続を行い、送付されてきた

納付書で毎月国民年金保険料を納付した。申立期間の保険料は納付した

はずであり、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の夫が平成元年３月に定年退職後、国民年金の第３号

被保険者から第１号被保険者への切替手続を行い、申立期間の国民年金保

険料を納付したと主張しているところ、申立人は当該手続を行った時期、

保険料の納付方法、納付金額等を記憶しておらず、申立期間の納付状況は

不明である。 

   また、オンライン記録では、申立人の平成元年４月１日付けの第３号被

保険者の非該当処理及び第１号被保険者への種別変更処理が、平成６年１

月 19 日に行われていることが確認できることから、この時点では、申立期

間の保険料は時効により納付することはできない。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、オンラインシステムによる氏名検索及び国

民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に

別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2937 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和41年７月から53年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年７月から 53 年６月まで 

    私は、出産準備のため昭和 41 年６月末に会社を退職して、Ａ市役所で

国民年金の加入手続を行い、納付書に国民年金保険料を添えて同市役所

の窓口で納付していた。申立期間が未加入とされていることは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している年金手帳には、昭和 53 年７月１日にＢ町で国民年

金の任意加入者として初めて被保険者資格を取得したことが記載されてお

り、同町の保存する被保険者名簿及びオンライン記録とも一致しているこ

とから、申立期間は国民年金に未加入の期間であり、制度上、国民年金保

険料を納付することはできない期間である。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立期間は 144 か月と長期間であり、申立人が申立期間の保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2938 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和48年７月から54年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年７月から 54 年８月まで 

    私は昭和 48 年７月 17 日に国民年金に任意加入しており、54 年８月ま

での国民年金保険料を、市から送付されてきた納付書により毎月納付し

ていたにもかかわらず、申立期間が未加入とされていることは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する年金手帳には昭和 36 年４月１日に国民年金被保険者

の資格取得、48 年７月 17 日に資格喪失、54 年９月５日に任意で再取得と

記載されており、オンライン記録と一致していることから、申立期間は国

民年金に未加入の期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することは

できない期間である。 

   また、年金手帳に記載されている国民年金の記号番号は、昭和 54 年７月

１日に社会保険事務所（当時）からＡ市に払い出された番号の一つであり、

48 年７月から保険料を納付していたとする申立人の主張は不自然である

上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 

   さらに、申立期間は 74 か月と長期間であり、申立人は国民年金の加入手

続を行った時期及び保険料納付の状況についての記憶が曖昧
あいまい

である上、保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2939 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和61年８月から同年10月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年８月から同年 10 月まで 

    私は昭和 61 年 11 月に結婚し、同年 12 月ごろＡ駅の近くのＢ市役所の

出先機関で、国民年金の第３号被保険者の手続をした。そのとき担当者

から、同年８月 31 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失後、結婚する

までの間は第１号被保険者として加入が必要である旨の説明があった。

国民年金の被保険者期間に空きが生じないよう、その場で同年８月から

同年 10 月までの国民年金保険料を納付したはずであり、申立期間が未加

入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する年金手帳には、「初めて被保険者となった日 昭和 61

年 11 月 24 日」と記載されており、Ｂ市の保管する申立人の被保険者名簿

及びオンライン記録と一致することから、申立期間は国民年金に未加入の

期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することはできない期間であ

る。 

   また、申立人は、昭和 61 年 12 月ごろ第３号被保険者該当手続を行うと

ともに、同年８月から同年 10 月の保険料を納付したと主張しているところ、

Ｂ市の保管する申立人の「第３号被保険者該当届書」に届出年月日が 62

年２月と記載されており、同市の被保険者名簿に同年４月上期に第３号被

保険者資格を新規取得したと記録されている上、オンライン記録には、申

立人の第３号被保険者該当処理を 62 年４月 22 日に行ったと記録されてい

ることから、61 年 12 月ごろ申立期間の保険料を納付したとする申立人の

主張は不自然である。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号



払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2940 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和50年９月から52年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年９月から 52 年３月まで 

    私の父は、私が 20 歳になった昭和 50 年＊月ごろに、国民年金の加入

手続を行い、国民年金保険料を納付してくれたはずである。私が所持す

る年金手帳にも、初めて被保険者となった日が同年＊月＊日と記載され

ており、申立期間が未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その父が昭和 50 年＊月ごろに国民年金の加入手続を行ったと

主張しているが、Ａ市の国民年金被保険者名簿には、52 年７月 23 日に申

立人に年金手帳を送付したことが記載されていることから、同時期に国民

年金の加入手続が行われたものと推認でき、申立人の主張とは相違してい

る。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人は加入手続及び申立期間の国民年金保険料の納付に関与

しておらず、加入手続及び保険料の納付を行ったとする申立人の父は既に

亡くなっているため、加入手続の時期及び保険料の納付状況は不明である。 

   加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

   なお、申立人が所持する年金手帳には、昭和 50 年＊月＊日に強制で国民

年金の被保険者資格を取得したことが記載されているが、オンライン記録

では、52 年４月１日に強制で被保険者資格を取得したと記録されており、



Ａ市の国民年金被保険者名簿から、54 年 11 月 30 日付けで申立人の資格取

得日を 50 年＊月＊日から 52 年４月１日に訂正したことが確認できる。 

   しかし、学校法人Ｂは、「申立人は、Ｃ学校を昭和 52 年３月に卒業した。」

と回答していることから、申立人は同年３月までは学生であり、申立期間

は任意加入の対象となる期間であることから、同年４月１日を強制加入被

保険者とする当該資格取得日の訂正に不自然な点は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2941 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年９月から 52 年１月までの期間及び 56 年４月から 61

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49 年９月から 52 年１月まで 

             ② 昭和 56 年４月から 61 年３月まで 

    私は、昭和 49 年９月に結婚してから 61 年４月に第３号被保険者にな

る前までの期間、国民年金に任意加入し、国民年金保険料を納付してき

たはずであるのに、49 年９月から 52 年１月までの期間及び 56 年４月か

ら 61 年３月までの期間について未加入とされていることは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 49 年９月に結婚後、国民年金に任意加入したと述べてい

るが、申立人が所持する年金手帳の国民年金の記録欄には、52 年２月５日

に任意加入者として資格を取得し、56 年４月 27 日に任意加入者の資格を

喪失したことが記載されており、その資格記録とオンライン記録の資格記

録とが一致していることから、申立期間は国民年金に未加入の期間であり、

制度上、国民年金保険料を納付することはできない期間である。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立期間①及び②の保険料を納

付する前提となる、Ａ市及びＢ市における別の国民年金手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人及びその夫は、国民年金への任意加入手続、保険料の納

付及び第３号被保険者種別変更手続に関する記憶が明確ではなく、申立期

間①及び②における加入手続、保険料の納付状況等は不明である。 

   加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料



（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2942 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年４月から 44 年４月までの期間及び同年 10 月から 51

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年４月から 44 年４月まで 

             ② 昭和 44 年 10 月から 51 年３月まで 

    私は、第３回特例納付のお知らせが届いたので、夫と一緒にＡ区のＢ

郵便局で未納分の国民年金保険料を特例納付した。夫にはそのときの特

例納付の記録があり、一緒に納付した私には特例納付の記録が無いこと

は納得できない。また、私の年金記録に記録されている特例納付につい

ては、結婚前に親が特例納付してくれていたものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ区が第３回特例納付実施の資料として保管する「附則４条納付者リス

ト」において、申立人は昭和 39 年４月から同年６月の国民年金保険料を

54年８月 18日に特例納付した記載があり、オンライン記録と一致する上、

同区の被保険者名簿においては、昭和 39 年度以降の保険料を納付した記録

は確認できない。 

   また、申立人が申立期間の保険料を第３回特例納付制度により納付した

と主張する金額は、オンライン記録により申立人及びその夫の特例納付記

録から算出できる納付金額と一致する上、申立期間のうち、申立人の夫が

厚生年金保険の被保険者である期間は、申立人は国民年金の任意加入対象

者となることから、特例納付制度により保険料を特例納付することはでき

ない。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 



   加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2943 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38年 12月から 46年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年 12 月から 46 年３月まで 

    私は、昭和 55 年ごろに市役所の職員が自宅に来て、国民年金保険料の

過去の未納分を一括で納付できるのはこれが最後と言われて、義父から

お金を借りて、義父、夫、私の３人が同席の下 35 万円の保険料を納付し

たのに、申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 55 年５月９日にＡ市に払い出さ

れた手帳記号番号の一つであり、申立人の手帳記号番号の前後の任意加入

者の資格取得日から申立人は同年７月 25 日から同年８月２日の間に国民

年金の加入手続を行い、20 歳に 遡
さかのぼ

って被保険者資格を強制取得している

ことが推認できる。 

   また、Ａ市の保管する国民年金被保険者名簿によれば、申立人の資格取

得届の受付日が昭和 55 年８月１日となっており、第３回特例納付制度実施

期間を過ぎていることから、申立期間の国民年金保険料を特例納付するこ

とはできない上、同名簿及び特殊台帳においても申立期間の保険料を特例

納付したことは確認できない。 

   さらに、申立人は、申立期間後にも、未納期間が散見され、申立期間の

保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無

く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2944（事案 746 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和45年２月から51年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年２月から 51 年３月まで 

    当初の第三者委員会の判断後、新たな資料は見つからないが、私は、

昭和 45 年２月の結婚を契機に夫と一緒にＡ市役所で国民年金の加入手

続を行い、毎月Ａ市の国民年金の集金人に夫婦二人分の国民年金保険料

を納付していたことは間違いない。私の年金記録が未納とされているこ

とは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、申立人は申立期間の国民年金保険料

を、申立期間を通じて、毎月来訪してきたＡ市役所の集金人に現金で納付

したと主張するところ、集金を行っていた時期、集金頻度、保険料納付方

法についてはＡ市役所の証言と異なっている上、申立人の国民年金手帳記

号番号は昭和 51 年７月以降に払い出されており、その時点では、申立期間

のうち 49 年３月以前は時効により保険料を納付できない期間であり、別の

手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらないとし

て、既に当委員会の決定に基づき平成 20 年 11 月５日付けで年金記録の訂

正は必要でないとする通知が行われている。 

   申立人は昭和 45 年２月の結婚を契機に、申立人の夫と一緒にＡ市役所で

国民年金の加入手続を行い、集金人に保険料を納付したと主張するところ、

申立人の手帳記号番号の前後の任意加入者の資格取得日から、申立人は 51

年 10 月 12 日に国民年金の加入手続を行っていることが確認できるが、こ

の時点では、Ａ市における集金人制度は廃止されている。 

   また、保険料を集金人に納付していた隣人は、Ａ市が集金に来ていた時

期は昭和 47 年９月ごろまでであったと供述しており、この時期は申立人が



国民年金に加入する前であり、国民年金に未加入の期間である。 

   さらに、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる新たな資

料は提出されておらず、当該主張は、当委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められない。 

   そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらな

いことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2945 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年 11 月から９年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 11 月から９年３月まで 

    私は、20 歳になった平成６年＊月にＡ町役場（現在は、Ｂ市役所）で

国民年金の加入手続を行った。申立期間当時、学生で国民年金保険料の

納付が難しく全額免除の申請を行い、申立期間の全額申請免除が承認さ

れた。その後、母に勧められて９年４月から 13 年 10 月までの間に申立

期間の保険料をＡ町役場において追納したのに未納とされていることは

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の母に勧められて平成９年４月から 13 年 10 月までの

間にＡ町役場で申立期間の国民年金保険料をまとめて追納したと申し立て

ているところ、年金事務所は保険料の追納については過年度納付と同様の

扱いで社会保険事務所(当時)又は金融機関でないと納付できなかったと述

べている。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を追納していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を追納していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2946 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和40年６月から47年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年６月から 47 年５月まで 

    私の家族は、昭和 36 年４月から国民年金に加入し国民年金保険料の納

付を始め、47 年に実家で会社を設立して厚生年金保険に加入するまで国

民年金保険料の納付を続けていた。また、40 年＊月に 20 歳になってか

ら 47 年５月までは兄が国民年金保険料を納付してくれていたはずであ

り、申立期間が未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 61 年３月７日にＡ市に払い出さ

れた番号の一つであり、申立人は第３号被保険者の資格を取得するために

同年４月に加入手続をしており、申立期間は国民年金に未加入の期間であ

り、制度上、国民年金保険料を納付することはできない期間である。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人の保険料を納付したとする申立人の兄は、申立人の姉の

保険料も一緒に納付していたと主張しているところ、その姉は申立期間を

含む昭和 36 年４月から 52 年８月までは国民年金に未加入である。 

   加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2947 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和53年１月から54年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年１月から 54 年９月まで 

    私は 21 歳のころからＡ市にあるＢ社に勤めており、その後は、Ｃ区Ｄ

にあるＥ社等に勤めていた。いつごろ、どうやって国民年金の加入手続

をしたのか、どうやって国民年金保険料を納付したのかよく覚えていな

いが、申立期間がすべて未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 61 年３月下旬に払い出された手

帳記号番号の一つであり、60 年８月 16 日にさかのぼって国民年金被保険

者の資格を取得していることが確認できることから、申立期間は国民年金

に未加入の期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することはできな

い期間である。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立期間は昭和 53 年１月 21 日にそれまで勤務していたＦ社Ｇ

支店を退職した後、Ａ市内のＢ社に勤務していた 20 か月の期間において、

厚生年金保険、国民年金等の公的年金制度に加入している状況は確認でき

ない。 

   加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 2626 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 35 年 11 月１日から 36 年４月１日まで 

             ② 昭和 36 年 12 月１日から 37 年４月 30 日まで 

    私は、昭和 35 年 11 月にＡ社Ｂ支店に入社し、36 年７月１日に同じ

ビル内にあった関連会社のＣ社への異動を命じられ、37 年４月末まで

勤務した。この間、申立期間①のＡ社Ｂ支店及び申立期間②のＣ社にお

ける厚生年金保険の加入記録が無いことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、Ａ社の人事情報を管理するＤ社が保管するＥ

（職種）の退職者名簿により、申立人は、昭和 35 年 11 月８日にＥ（職

種）として採用され、Ａ社Ｂ支店に配属となり、36 年７月１日にＣ社

に移籍したことを理由に退職したことが確認できる。 

    しかし、Ｅ（職種）の退職者名簿において、昭和 35 年 11 月 11 日に

申立人と同様に中途採用され、Ａ社Ｂ支店に配属となった元同僚は、申

立人と同様に 36 年４月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得してい

ることから、当時、当該事業所では、中途採用のＥ（職種）は、入社後

すぐには厚生年金保険に加入させない取扱いをしていたことがうかがわ

れる。 

    また、Ｄ社は、「当時の賃金台帳、人事記録等を保管していない。」

と回答していることから、申立期間当時の厚生年金保険料の控除につい

て確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 



  ２ 申立期間②については、申立人は元同僚の氏名を記憶しておらず、Ｃ

社の被保険者名簿において申立人と同様に職場に在職していた元同僚の

特定が困難であることから、申立人の申立期間当時の勤務実態について

確認できない。 

    また、Ｃ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、現

在は、Ｆ社が事業を継承しているところ、同社は、「継承前の各事業所

の人事情報は保存していないので不明である。」と回答しており、申立

期間当時の保険料の控除について確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2627 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49 年１月 31 日から 51 年１月１日まで 

             ② 昭和 56 年２月１日から同年９月 25 日まで 

             ③ 昭和 59 年８月 21 日から 60 年７月１日まで 

    私は、申立期間①については、Ａ社（現在は、Ｂ社）に入社し、Ｃ

（職種）をしていた。申立期間②については、Ｄ社に入社し、Ｃ（職

種）をしていた。申立期間③については、Ｅ社（現在は、Ｆ社）に入社

し、Ｇ（作業）に従事していた。いずれの事業所においても正社員であ

り、給与から保険料を控除されていたので、厚生年金保険の加入記録が

無いことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人は、当時の同僚を覚えていないため、

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に被

保険者資格を有する４名に照会した結果、いずれも「申立人を知らな

い。」と回答しており、申立人の申立期間当時の勤務実態について確認

できない。 

    また、当時の事業主も申立人を記憶しておらず、「当時の資料が無い

ため、申立期間に在職していたか不明である。」と回答している。 

    さらに、当該事業所が加入するＨ厚生年金基金は、「申立人の厚生年

金基金の加入記録は無い。」と回答している。 

    加えて、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、申立期間に申立人の氏名は無い。 

    このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



 

  ２ 申立期間②については、雇用保険の加入記録及び申立人が氏名を挙げ

た元同僚の証言により、申立人がＤ社に勤務していたことは確認できる。 

    しかし、Ｄ社が、厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 62 年

11 月１日であり、申立期間②は適用事業所になる前の期間である。 

    また、当該事業所は、「申立期間当時、申立人から厚生年金保険料を

控除しておらず、社会保険事務所（当時）に納付していない。」と回答

している。 

    さらに、申立人は、申立期間②中の昭和 56 年４月から次に就職した

58 年２月までの期間は、国民年金保険料を納付していることが確認で

きる。 

    このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ 申立期間③については、申立人が氏名を挙げた元同僚は、「申立人は、

私の紹介により、Ｅ社から委託された業務を請け負っていたので、社員

ではなかった。」と供述している。 

    また、Ｆ社は、「申立人は、社員名簿に記録されておらず、厚生年金

保険の資格を取得していない。」と回答している上、同社が加入するＨ

厚生年金基金は、「申立人の厚生年金基金の加入記録は無い。」と回答

している。 

    さらに、Ｅ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申

立期間③に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2628 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29 年４月１日から 30 年１月 26 日まで 

             ② 昭和 38 年５月 31 日から同年６月１日まで 

    私は、申立期間①については、中学校を卒業後すぐにＡ事業所に就職

して約３年間の見習い期間を過ぎたとき、社長が昭和 29 年４月から従

業員を厚生年金保険に加入させると言ったことをはっきり覚えている。

その後、30 年１月 26 日に同事業所を辞めて翌日にＢ（機関）に入った

ので、申立期間①に係る厚生年金保険の被保険者期間が欠落しているこ

とは納得できない。 

    申立期間②については、昭和 38 年５月 31 日にＢ社を退職したので、

資格喪失日は翌日の同年６月１日となるはずである。退職日に居酒屋の

従業員が翌日（同年６月１日）開店の準備をしていたことをはっきり覚

えているし、また、退職日に給料を支給してもらったので、資格喪失日

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、オンライン記録により、申立期間当時、Ｃ県

内に所在するＡ事業所という事業所は、厚生年金保険の適用事業所とし

て確認できない上、Ｄ地方法務局は、商業登記簿において、Ａ事業所は

見当たらないと回答としている。 

    また、申立人が氏名を挙げた元同僚２名は、いずれも姓のみであるた

め、個人を特定できず、証言を得ることができない。 

    さらに、申立人によると、当時の事業主は既に死亡していることから、

申立期間当時の厚生年金保険料の控除について確認できない。 

    なお、申立人は、「申立期間後にＢ(機関)に入隊した。」と述べてい



るところ、Ｂ(機関)の上部機関から提出された申立人に係る履歴表の職

歴欄において、申立人は、勤務期間は不明であるものの、Ｅ事業所に勤

務していたと記載されているが、オンライン記録において、申立期間当

時、Ｅ事業所は厚生年金保険の適用事業所として確認できない上、Ｄ地

方法務局は、「商業登記簿において、Ｅ事業所は見当たらない。」と回

答している。 

    このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人が氏名を挙げた元同僚２名は、いずれ

も姓のみであるため、個人を特定することができないことから、Ｂ社に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間②に被保険者

資格を有する 11 名に照会をした結果、回答があった９名は、いずれも

「申立人を知らない。」と回答しており、申立期間当時の勤務実態につ

いて確認できない。 

    また、当該事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなってお

り、申立期間当時の関係資料の所在を確認できないことから、申立人の

申立期間における保険料の控除について確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2629 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年１月から同年 11 月 10 日まで 

    私は、昭和 40 年９月に私がノートに記載していた履歴書によると、

37 年１月からＡ社に勤務したことになっているが、同社での厚生年金

保険の資格取得日が同年 11 月 10 日になっているので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたノートに記載されていた履歴メモ（昭和 40 年９

月７日記載）により、37 年１月にＡ社に入社、同年 11 月に同社を退社し

た旨が記載されており、申立期間において、申立人が当該事業所に勤務し

ていたことは推認できる。 

   しかし、申立人が唯一氏名を挙げた元同僚は、所在が確認できないこと

から、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立

期間当時、被保険者資格を有し連絡先の確認ができた６名に照会したとこ

ろ、回答のあった４名のうち２名は、「入社した時期は、厚生年金保険の

被保険者資格を取得した２か月から 10 か月前であった。」旨供述してい

ることから、申立期間当時、当該事業所では、従業員を入社と同時に厚生

年金保険に加入させる取扱いではなく、入社してから一定期間経過後に厚

生年金保険に加入させる取扱いをしていたことがうかがえる。 

   また、当該事業所の当時の社会保険事務担当者は、｢専務の指示で社会

保険の手続をしていた。当時は、出入りが激しく、申立人のことは覚えて

いない。｣と供述している上、当該事業所は、既に厚生年金保険の適用事

業所ではなくなっており、関係資料が保存されておらず、事業主及び専務

は既に死亡していることから、申立期間当時の厚生年金保険料の控除につ

いて確認できない。 



   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2630 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60 年３月 28 日から同年６月 20 日まで 

             ② 昭和 60 年６月 21 日から同年 12 月 10 日まで 

             ③ 昭和 60年 12 月 11日から 61年５月 22日まで 

    私は、申立期間①において、Ａ社(現在は、Ｂ社)に、申立期間②にお

いて、Ｃ社に、申立期間③において、Ｄ社(現在は、Ｅ社)にそれぞれ勤

務したが、これらの期間の厚生年金保険の被保険者記録が欠落している

ので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、雇用保険の加入記録及びＢ社の回答により、

申立人は、Ａ社に勤務していたことは確認できる。 

    しかし、Ｂ社は、「申立人は、申立期間①において試用期間中であり、

正社員として取り扱っておらず、厚生年金保険料を控除していない。」

と回答している。 

    また、当該事業所から提出された昭和 60 年分所得税源泉徴収簿兼賃

金台帳により、申立人は、申立期間①に係る保険料を事業主により給与

から控除されていないことが確認できる。 

    さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者台帳におい

て、申立期間①に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無

い。 

    このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人が氏名を挙げた元同僚２名のうち、連



絡が取れた１名の供述により、申立人は、Ｃ社に勤務したことは推認で

きる。 

    しかし、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、申立期間②に被保険者記録のある５名に照会し、回答のあった３名

は、いずれも申立人を覚えておらず、申立人の申立期間当時の勤務実態

について確認できない。 

    また、当該事業所は、「当時の関係資料は既に無いが、申立人が同僚

として氏名を挙げた者は厚生年金保険に加入させたことを覚えているも

のの、申立人を厚生年金保険に加入させた記憶は無い。申立人は、正社

員でなく、臨時職員かアルバイトであったと思われる。」と回答してい

る。 

    さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、申立期間②に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無

い。  

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ 申立期間③については、雇用保険の加入記録により、申立人が、Ｄ社

に勤務したことは確認できる。 

    しかし、申立人が氏名を挙げた元同僚は、既に死亡しているため、当

該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者台帳において、申立期間③に

被保険者記録がある５名に照会し、回答のあった２名は、いずれも「申

立人を知らない。」と回答しており、申立期間当時の勤務実態について

確認できない。 

    また、当該事業所は、「申立人の厚生年金保険に係る資料が残ってい

ないことから、厚生年金保険に加入させていたかどうか不明である。」

と回答している。 

    さらに、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者台帳において、

申立期間③に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。  

    このほか、申立人の申立期間③における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2631 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18 年４月１日から 20 年９月 10 日まで 

    私は、高等小学校を卒業と同時に昭和 18 年４月にＡ社にＢ（職種）

として入社し、終戦までＣ（作業）を行っていたので、当該期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたＡ社Ｄ支社における集合写真により、申立人は、

期間は特定できないものの、当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、申立人が氏名を挙げた元同僚５人は、いずれも連絡先が不明の

ため、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申

立人と同期入社と思われる昭和３年生まれの被保険者のうち、所在が確認

できた３人に照会したが、いずれも申立人を覚えていないことから、申立

人の申立期間当時の勤務実態について確認できない。 

   また、Ａ社Ｄ支社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている

上、同社の事業を継承しているＥ社は、「当時の関係書類を保存していな

い。」と回答しており、申立期間当時の労働者年金保険及び厚生年金保険

への加入状況について確認できない。 

   さらに、当該事業所の労働者年金保険被保険者名簿において、申立人の

氏名は無い。 

   加えて、昭和 19 年 11 月１日からの資格取得者が記載されている当該事

業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、健康保険の記号欄及び健

康保険の番号欄が空白となっていることから、欠番の有無は確認できない

上、申立期間に申立人の氏名は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2632 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年７月 11 日から同年８月１日まで 

             ② 昭和 54 年 12 月 17 日から 55 年２月 11 日まで 

    私は、申立期間①について、昭和 30 年９月にＡ社に入社し、途中、

社長からＡ社からＢ社に社名変更したとの説明を受けた。厚生年金保険

料が給与から控除されていたのに、33 年７月の厚生年金保険の被保険

者記録が無いことは納得できない。 

    申立期間②について、昭和 54 年 12 月 17 日からＣ社に正社員として

入社した。55 年１月の保険料が給与から控除されているので、被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、Ａ社における申立人の元同僚は、申立人と同

様に「Ａ社とＢ社は、名称が変更されただけで同じ会社であり、継続勤

務していて、給与も支給されていた。」と供述している。 

    しかし、Ａ社及びＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、両社に勤務していた者は、申立人を含めて７名いるが、うち５名

は既に死亡しており、唯一連絡の取れた上記供述をした元同僚は、申立

人のことを記憶しているものの、申立期間当時の厚生年金保険の加入状

況についてまでの供述は得られない。 

    また、Ａ社の当時の事業主は既に死亡し、人事記録及び賃金台帳等の

所在が不明であることから、申立期間当時の厚生年金保険料の控除につ

いて確認できない。 

    さらに、上記被保険者名簿に記載されている７名は、いずれもＡ社が

厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（昭和 33 年７月 11 日）に資



格喪失し、Ｂ社が適用事業所になった日（同年８月１日）に資格を取得

していることが確認できる。 

    このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人から申立期間中の給与明細書(昭和 55

年１月及び同年２月)が提出されていることから、申立人が、申立期間

②においてＣ社に勤務したことは確認できる。 

    しかし、給与明細書(昭和 55 年１月)において、申立人は事業主によ

り給与から保険料を控除されていないことが確認できる上、申立人から

同年２月 12 日付けで採用時賃金決定票が提出されており、同年２月の

給与明細書において、保険料を控除されていることが確認できることか

ら、申立人は同年２月から正社員として採用されたと認められる。 

    また、雇用保険の加入記録により、申立人は、昭和 55 年２月 11 日に

資格取得し、57 年８月 26 日に離職していることが確認でき、オンライ

ン記録と符合する。 

    さらに、申立人は、当時の同僚を覚えていないため、Ｃ社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿において、被保険者資格のある５名に照

会したところ、回答のあった４名のうち１名は当時の社会保険事務担当

者であったものの、申立人に係る申立期間当時の厚生年金保険の取扱い

について供述を得ることができなかった。 

    加えて、当該事業所は、既に適用事業所でなくなっており、当時の事

業主も死亡しているため、人事記録、賃金台帳等の所在は不明であるこ

とから、申立期間当時の保険料の控除について確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2633 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年８月 29 日から同年９月２日まで 

    私は、昭和 60 年３月からＡ社に勤務し、同年９月２日に退職する旨

を伝え、その日に退職したが、厚生年金保険の資格喪失日が同年８月

29 日になっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が保管していた日記により、申立人が昭和 60 年９月２日にＡ社

に退職の意思を伝えたことが確認できる。 

   しかし、雇用保険の加入記録によると、Ａ社における取得日は昭和 60

年４月１日、離職日は同年８月 28 日となっており、オンライン記録と符

合する。 

   また、申立人は、「昭和 60 年８月 29 日から同年９月１日までは欠勤し、

同年９月２日に出社して、口頭のみで退職の意思を伝え、退職届等は提出

していない。退職日については、会社と特別に話をしていないため、いつ

にするのか決めなかった。」と供述していることから、Ａ社は、申立人が

欠勤する前日の 60 年８月 28 日を退職日として、厚生年金保険の資格喪失

手続を行ったと推認できる。 

   さらに、Ａ社は、「当時の資料が無く、厚生年金保険に係る届出等につ

いては不明である。」と回答している上、ほかに申立人の申立期間におけ

る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2634 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25 年４月 20 日から 31 年４月 10 日まで 

    私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）において加入していた厚生年金保険に対

し、脱退手当金が支給されていると社会保険事務所（当時）から言われ

たが、同社を退職するときに脱退手当金の請求について説明を受けた覚

えも、またそのような一時金を受け取った覚えもないので、調査してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社本店に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退

手当金が支給されたことを意味する「脱」の表記が記されているとともに、

申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る

厚生年金保険の資格喪失日から約１か月後の昭和 31 年５月７日に支給決

定されているほか、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金

が支給されたことが記載されており、一連の事務処理に不自然さはうかが

えない。 

   また、申立人と同じ時期にＡ社本店で厚生年金保険の資格を喪失し、資

格喪失の約２か月後に脱退手当金が支給されている元同僚は、「脱退手当

金の請求は、私自身は行っておらず、特に希望したわけではないが会社の

庶務の人が行ってくれた。」と供述していることから、当時、同社では、

事業主による脱退手当金の代理請求が行われていたことがうかがえ、申立

人についても、代理請求が行われた可能性があると考えられる。 

   このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2635 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年４月１日から 52 年４月１日まで 

    私は、Ａ社を昭和 51 年３月末に退職し、52 年４月に元同僚５名と一

緒にＢ区ＣにおいてＤ社を設立した。新会社の設立準備期間中は、Ｅ区

Ｆにあった同名のＧ社に他の同僚と一緒に勤務し、給与から厚生年金保

険料を控除されていたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の元同僚の証言から、申立人が申立期間においてＧ社（Ｅ区Ｆ）に

勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、当該事業所は昭和 47 年５月 15 日に厚生年金保険の適用

事業所でなくなっており、申立期間は厚生年金保険の適用事業所ではない

期間である。 

   また、申立人が氏名を挙げた当該事業所に申立期間当時勤務したとする

同僚のうち３名は、「当該事業所では厚生年金保険には加入せず、給与か

ら厚生年金保険料も控除されていなかった。」と供述している。 

   さらに、Ｂ区Ｃに新会社を設立したとする申立人以外の５名についても、

いずれも前職のＡ社での厚生年金保険の資格喪失日から新会社での資格取

得日までの期間は、厚生年金保険に加入しておらず、うち３名は国民年金

の被保険者となっており、そのうち１名は申立期間の国民年金保険料を納

付している。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2636 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年４月１日から同年 12 月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 53 年４月１日にＢ（職種）として入社し、57 年 12

月 20 日に退職するまで継続して勤務し、給与から厚生年金保険料を控

除されているので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の事業主が申立人に交付した在職証明書により、申立人は、申立期

間において当該事業所に勤務していたことが認められる。 

   しかしながら、Ａ社は、「申立期間当時、数か月で退職する者が多く、

一定期間様子を見てから厚生年金保険に加入させていた。」と回答してい

るところ、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

昭和 52 年から 54 年までに厚生年金保険の被保険者資格を取得している

11 名に対し照会を行ったところ、このうち７名から回答があり、そのう

ち２名は、「入社年月日と厚生年金保険の資格取得日とにずれがあり、そ

の間は、厚生年金保険に加入させてもらえず、厚生年金保険料も給与から

控除されていなかった。」とそれぞれ供述しており、そのうち１名は、そ

の間、国民年金の被保険者として国民年金保険料を納付している。 

   また、上記被保険者原票において、申立人の資格取得日が昭和 53 年 12

月１日と記載されている上、申立期間に申立人の氏名は無く、健康保険の

整理番号に欠番は無い。 

   さらに、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2637 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20 年７月から 21 年３月まで 

             ② 昭和 22 年７月から 24 年 10 月まで 

             ③ 昭和 25 年５月から 26 年１月まで 

             ④ 昭和 26 年２月から 27 年５月まで 

             ⑤ 昭和 27 年６月から 30 年１月まで 

    私は、Ａ事業所のあっせんにより、昭和 20 年７月から 21 年３月まで

Ｂ事業所のＣ丸、22 年７月から 26 年１月までＤ事業所のＥ丸に乗船し

ていた。 

    また、昭和 26 年２月から 27 年５月までＦ事業所のタグボートである

Ｇ丸に乗船し、主にＨ（作業）にあたった後、同年６月から 30 年１月

までＩ社のタグボートであるＪ丸及びＫ丸に乗船した。 

    Ｂ事業所のＣ丸、Ｆ事業所のＧ丸については、船員保険の記録が全く

無く、Ｄ事業所のＥ丸については、一部期間が相違しており、Ｉ社のＪ

丸及びＫ丸に乗船していた期間については、昭和 27 年 11 月３日から同

社Ｌ工場での厚生年金保険の記録が確認できるとしている年金事務所の

回答に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、Ａ事業所運航船舶一覧表（昭和 24 年８月１

日現在）、Ａ事業所使用船一覧表（五十音順）及び申立人の船員保険被

保険者台帳により、Ｂ事業所及びＣ丸の記載は確認できず、また、Ｂ事

業所は、オンライン記録により、船舶所有者として確認できない。 

    また、申立人は元同僚の氏名を記憶していないことから、聞き取り調

査等を行うことができない上、Ｍ法務局により業務委託を受けているＮ

事業所は、「当該事業所は、旧目録で商号が確認できるが、本店が不明



であり、その後の所在も不明である。」と回答していることから、申立

人の勤務実態について確認できない。 

    さらに、日本年金機構Ｏ事務センターは、「申立期間においてＢ事業

所のＣ丸はＡ事業所に供出された形跡は見当たらない。」と供述してお

り、船員保険の加入状況について確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間①における船員保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②については、Ａ事業所運航船舶一覧表（昭和 24 年８月１

日現在）及びＡ事業所使用船一覧表（五十音順）では、Ｄ事業所及びＥ

丸の記載は確認できない上、Ｄ事業所は、同年 11 月１日に船員保険の

船舶所有者となっていることから、申立期間は適用船舶所有者となる前

の期間である。 

    また、日本年金機構Ｏ事務センターは、「申立期間においてＤ事業所

のＥ丸はＡ事業所に供出された形跡は見当たらない。」と供述しており、

船員保険の加入状況について確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ 申立期間③については、申立人は元同僚の氏名を記憶していないこと

から、元同僚に確認することができない。 

    また、Ｄ事業所は、昭和 25 年 12 月 30 日に適用船舶所有者でなくな

っており、当時の船舶所有者は所在不明のため、賃金台帳、源泉徴収票

等の所在は分からないことから、申立期間当時の保険料の控除について

確認できない。 

    さらに、Ｄ事業所の船員保険被保険者名簿に記載されている者は、申

立人を除いて 14 名おり、そのうち 11 名は申立人と同様に新規適用時の

昭和 24 年 11 月１日に資格を取得し、残りの３人は１か月後の同年 12

月１日に資格を取得している上、申立人が資格を喪失した 25 年５月 17

日以降当該船舶所有者が適用船舶所有者でなくなっており、25 年 12 月

に資格を喪失している３名のうち１名の連絡先が判明したが、申立人に

係る具体的な供述を得ることができないことから、申立人の申立期間当

時の勤務実態について確認できない。 

    加えて、申立人が資格喪失したとされる昭和 25 年５月 17 日以降、Ｄ

事業所において船員保険の被保険者資格を取得した者はいない。 

    このほか、申立人の申立期間③における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ４ 申立期間④については、申立人は、後職のＩ社に勤務する際、前歴と



してＦ事業所所有Ｇ丸に昭和 26 年２月から 27 年５月まで乗船していた

と回答し、同船での仕事内容を具体的に供述していることから、同船に

乗船していたことは推認できる。 

    しかし、Ｆ事業所は、「Ｇ丸の所在は不明である。」と回答している

上、オンライン記録上の船舶所有者としても確認できない。 

    また、Ｆ事業所は、「あらゆる部署に確認をとってみたが、Ｇ丸の名

称の船舶の所在は不明である。」と供述しており、申立人の船員保険の

加入状況について確認できない。 

    さらに、Ｐ事業所に照会したが、関係すると思われる部署において、

「Ｇ丸という名称の船舶の所在は不明である。」と回答している上、Ｐ

事業所は、オンライン記録で船舶所有者として確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間④における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ５ 申立期間⑤については、複数の元同僚の証言により、申立人は、申立

期間において、Ｉ社Ｌ工場が所有するＪ丸及びＫ丸に乗船していたこと

は推認できるが、当該船舶所有者より提出された人事記録の写しでは、

昭和 27 年６月３日に臨時工として同社Ｑ課に入社し、同年 12 月 16 日

に常傭となっていることが確認できる。 

    また、元同僚は、「申立期間当時Ｒ課に所属していた 30 名ぐらいが

船員保険に加入していた。」と供述しているところ、申立人は、「Ｒ課

に所属していた。」と主張しているが、上記人事記録において申立人は

Ｑ課に所属していることが確認できる上、申立人は、昭和 27 年 11 月３

日に同社の厚生年金保険の資格を取得していることから、当時、Ｒ課に

所属し、船に乗っていたとする申立人の主張に記憶違いの可能性がある。 

    さらに、Ｉ社は、「船員保険の資料を保管しておらず、申立てどおり

の届出を行ったかは不明である。」としていることから、申立期間当時

の保険料の控除について確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間⑤における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ６ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2638 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55 年７月５日から 56 年３月 16 日まで 

             ② 昭和 59 年４月１日から同年９月１日まで 

    私は、申立期間①については、昭和 55 年７月５日から 56 年３月 16

日までＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ営業所にＤ（職種）として勤務した。申

立期間②については、58 年 12 月９日から 59 年８月 31 日までＥ社（現

在は、Ｆ社）Ｇ（部門）にＤ（職種）として勤務した。申立期間におけ

る厚生年金保険の被保険者記録が欠落しているので被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、Ｂ社から提出された名簿により、申立人が当

該事業所にＤ（職種）として昭和 55 年７月５日に入社し、56 年３月 16

日に退社していることが確認できる。 

    しかし、Ｂ社は、「申立人に係る厚生年金保険の加入記録は無い。」

と回答している。 

    また、Ｂ社は、「当時の資料は廃棄している。」と回答していること

から、申立期間①当時の厚生年金保険料の控除について確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②については、複数の元同僚の供述により、勤務期間は特定

できないものの、申立人がＥ社に勤務していたことは推認できる。 

    しかし、複数の元同僚は、「入社してから３か月の見習期間終了後に

３か月ごとの成績評価があり、厚生年金保険への加入はそれに基づき決



定されていた。」供述している。 

    また、申立人が氏名を挙げた元同僚は、「申立人は昭和 59 年４月頃、

退職している。」と供述していることから申立期間当時の勤務実態につ

いて確認できない。 

    さらに、Ｆ社は、「申立期間当時の資料は保存期限を超過しているた

め無い。」と回答していることから、申立期間②当時の保険料の控除に

ついて確認できない。 

    加えて、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2639 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28 年９月 20 日から 30 年１月５日まで 

             ② 昭和 30 年５月 20 日から 32 年１月 17 日まで 

    私の父は、昭和 27 年 10 月１日から 32 年１月 17 日まで、Ａ社に勤務

したが、申立期間の厚生年金保険の記録が空白になっているので、厚生

年金保険の被保険者として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の子が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の子は、父の元同僚を記憶していないことから、Ａ社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に厚生年金保険の加入

記録がある元同僚 20 人を抽出し、所在の判明した元同僚６人に照会した

ところ、５人から回答を得たが、いずれも申立人を覚えていないことから、

申立期間当時の勤務実態について確認できない。 

   また、当該事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

当時の事業主も既に死亡しているため、厚生年金保険料の控除について確

認できない。 

   さらに、申立人が申立期間の後に勤務した厚生年金保険の記録のあるＢ

社について調査したが、当該事業所は、「Ａ社と関連会社であった事実は

無い。」と回答している上、申立期間は、Ｂ社が、厚生年金保険の適用事

業所になる前の期間である。 

   加えて、申立人は、Ａ社において二つの厚生年金保険被保険者番号を払

い出されており、重複番号の取消処理が行われているところ、払出番号

「＊」は、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿により、Ａ社に新た



に払い出され、申立人が昭和 30 年１月５日に資格取得していることが確

認でき、申立人に係るオンライン記録と一致することから、申立人は、一

度当該事業所を退社後再度入社し、新たな番号を払い出されていることが

認められる上、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿における

加入記録は、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の記録と一致

し、記録管理に不自然さは認められない。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2640 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年８月１日から同年 11 月１日まで 

    私は、昭和 36 年８月から 37 年１月頃まで、Ａ社に勤務したが、入社

から同年 10 月までの厚生年金保険の被保険者記録が欠落しているので、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が氏名を挙げた元同僚は、勤務期間は覚えていないものの、申立

人がＡ社に勤務していたことを記憶していることから、申立人が当該事業

所に勤務していたことは推認できる。 

   また、複数の元同僚は、「入社後数か月間は厚生年金保険の加入記録が

無い。」と供述していることから、当該事業所は、従業員を入社と同時に

厚生年金保険に加入させる取扱いではなく、入社してから一定期間経過後

に厚生年金保険に加入させる取扱いであったことがうかがわれる。 

   また、Ａ社は、既に適用事業所でなくなっており、当時の資料は残って

いないことから、申立期間当時の厚生年金保険料の控除について確認でき

ない。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


